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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式［１］で示されることを特徴とする縮合多環化合物。
【化１】

（一般式［１］において、
Ｒ２及びＲ４は水素原子である。
Ｒ１及びＲ３はフェニル基である。
　前記フェニル基の、一般式［１］に示すジインデノクリセン骨格の結合位置に対する２
つのオルト位は同じ置換基で置換され、前記同じ置換基はアルキル基またはフェニル基の
いずれかであり、２つのメタ位及び１つのパラ位はそれぞれ独立に水素原子またはアルキ
ル基で置換されている。）
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【請求項２】
　陽極および陰極と、前記陽極および前記陰極の間に配置された有機化合物層を有する有
機発光素子において、
　前記有機化合物層が、請求項１に記載の縮合多環化合物を少なくとも有することを特徴
とする有機発光素子。
【請求項３】
　請求項２に記載の有機発光素子と、前記有機発光素子に電気信号を供給する手段と、を
有することを特徴とする表示装置。
【請求項４】
　請求項２に記載の有機発光素子と、受光素子を有し、前記有機発光素子がファインダー
に用いられることを特徴とする撮像装置。
【請求項５】
　請求項２に記載の有機発光素子をアレイ状に有しそれぞれ独立にアドレスできる手段を
有する光源と、感光ドラムと、を有するプリンター。
【請求項６】
　請求項２に記載の有機発光素子を有する照明装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、新規な縮合多環化合物およびそれを有する有機発光素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光素子は、陽極と陰極との間に蛍光性有機化合物を含む薄膜が挟持されている素
子である。また各電極から電子及びホール（正孔）を注入することにより、蛍光性化合物
の励起子が生成され、この励起子が基底状態に戻る際に、有機発光素子は光を放出する。
有機発光素子における最近の進歩は著しく、その特徴は、低印加電圧で高輝度、発光波長
の多様性、高速応答性、発光デバイスの薄型・軽量化が可能であることが挙げられる。こ
のことから、有機発光素子は広汎な用途への可能性を示唆している。
【０００３】
　しかしながら、現状では更なる高輝度の光出力あるいは高変換効率が必要である。また
、長時間の使用による経時変化、酸素を含む雰囲気気体、湿気等による劣化等に対する耐
久性の面で未だ多くの問題がある。
【０００４】
　さらにはフルカラーディスプレイ等への応用を考えた場合は、色純度がよく、高効率の
青色の発光が必要となるが、これらの問題に関してもまだ十分でない。その一方で、特に
色純度、発光効率及び耐久性が高い有機発光素子並びにこれを実現するための材料が求め
られている。
【０００５】
　上記の課題を解決するため、フルオランテン及びベンゾフルオランテン骨格を有する有
機化合物を発光素子に用いる試みがなされている（特許文献１乃至２）。
【０００６】
　とはいえ発光色相や効率や輝度や耐久性といった観点からは更なる改善が必要である。
【０００７】
　一方、ジインデノクリセン骨格を有する有機化合物の合成例について報告がなされてい
る（非特許文献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】ＷＯ２００８－０１５９４５公報
【特許文献２】ＷＯ２００８－０５９７１３公報
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【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，６４，１６５０－１６５６（１９９９）．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、新規な縮合多環化合物を提供することにある。また本発明は、この新規な縮
合多環化合物を有した、極めて純度のよい発光色相を呈し、高効率で高輝度な光出力を有
し、かつ耐久性のある有機発光素子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　よって本発明は、
　下記一般式［１］で示されることを特徴とする縮合多環化合物を提供する。
【００１２】

【化１】

【００１３】
（一般式［１］において、
Ｒ２及びＲ４は水素原子である。
Ｒ１及びＲ３はフェニル基である。
　前記フェニル基の、一般式［１］に示すジインデノクリセン骨格の結合位置に対する２
つのオルト位は同じ置換基で置換され、前記同じ置換基はアルキル基またはフェニル基の
いずれかであり、２つのメタ位及び１つのパラ位はそれぞれ独立に水素原子またはアルキ
ル基で置換されている。）
【発明の効果】
【００１４】
　本発明により純度のよい発光色相を呈し、安定性の高い、より具体的には一般式［１］
で示される新規縮合多環化合物を提供することが出来る。またこの新規縮合多環化合物は
有機発光素子用材料として好ましく提供することが出来、そして高効率で高輝度な光出力
を有し、かつ耐久性のある有機発光素子を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１（Ａ）は有機発光素子と電気信号を供給する手段とを示す模式図であり、図
１（Ｂ）は画素に接続される画素回路と画素回路に接続される信号線と電流供給線とを示
す模式図である。
【図２】画素回路を示す図である。
【図３】有機発光素子とその下のＴＦＴとを示す断面模式図である。
【図４】化合物Ｃ―１の構造式とそのＨＯＭＯの電子雲とＬＵＭＯの電子雲を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明に関して詳細に説明する。
【００１７】
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　本発明に係る新規縮合多環化合物は、下記一般式［１］で示される縮合多環化合物であ
る。
【００１８】
【化２】

【００１９】
一般式［１］において、
Ｒ１乃至Ｒ４のうち少なくともいずれか１つは、置換あるいは無置換のアリール基、置換
あるいは無置換の複素環基から選ばれた基であり、それぞれ同じであっても異なっていて
もよい。
【００２０】
　本発明において使用される一般式［１］で示される縮合多環化合物は、ジインデノクリ
セン骨格の特定の位置に少なくとも１つの置換あるいは無置換のアリール基または置換あ
るいは無置換の複素環基を有する化合物である。無置換のジインデノクリセンは希薄溶液
中において４３４ｎｍに蛍光ピーク波長を有しており、青色蛍光材料、特に有機発光素子
用発光材料として適した蛍光特性を有している。しかし、縮合多環化合物は平面構造を有
しているため有機溶媒に難溶であり、合成や精製の際に多大な困難を伴うため、一般的に
は各種置換基を導入することでこの問題を回避する試みがなされる。そこで、導入する置
換基の位置や種類が、ジインデノクリセン骨格の蛍光特性や熱的安定性に及ぼす効果につ
いて、詳細を以下に述べる。
【００２１】
　第１に、蛍光波長に対する置換位置の効果について述べる。そして第２に、アリール置
換基導入による分子間会合抑制効果について述べる。そして第３に、導入する置換基の種
類について述べる。
【００２２】

【化３】

【００２３】
　まず第１に、蛍光波長に対する置換位置の効果について表１を用いて述べる。
【００２４】
　一般式［１］で示される例示化合物１－１及びＣ－１（ジインデノクリセン）、Ｃ－２
、Ｃ－３のトルエン希薄溶液中における蛍光スペクトルを測定した。Ｃ－１は、上記一般
式［２］においてＲ１乃至Ｒ１５が水素原子である。Ｃ－２は、上記一般式［２］におい
てＲ７及びＲ１３に２－メチル－１－ナフチル基を有し、他は全て水素原子である。Ｃ－
３は、上記一般式［２］においてＲ６及びＲ９にフェニル基、Ｒ１２、Ｒ１５に３，５－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル基を有し、他は全て水素原子である。下表１に示す通り、
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無置換のＣ－１と比較して例示化合物１－１が最も長波長化しておらず、色度も良好な値
を示した。この結果から、例示化合物１－１はＣ－２及びＣ－３よりも蛍光が純青色に近
く、青色蛍光材料としてより優れているといえる。
【００２５】
【表１】

【００２６】
　上記のように、導入したアリール置換基が蛍光スペクトルに及ぼす効果について考察す
る。例示化合物１－１及びＣ－２は共に２つのアリール置換基を有しているが、蛍光ピー
ク波長は９ｎｍも異なっていた。そこでジインデノクリセンＣ－１について密度汎関数法
（Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｔｈｅｏｒｙ）を用いて、Ｂ３ＬＹＰ／６－
３１Ｇ＊レベルでの分子軌道計算を行った。
【００２７】
　Ｃ－１の化合物のＨＯＭＯの電子雲とＬＵＭＯの電子雲とを図４に示す。電子雲に記載
の数は分子の位置を示す。
【００２８】
　分子軌道の計算の結果、ＨＯＭＯの電子雲は、上記一般式［２］においてＲ１乃至Ｒ５

及びＲ１１が結合する炭素上への分布が少なく、それ以外の炭素原子上に主に分布してい
た。一方、ＬＵＭＯの電子雲は分子全体に非局在化しており、特に上記一般式［２］にお
いてＲ１乃至Ｒ１６が結合する炭素上では大きな偏りはみられなかった。この計算結果と
蛍光スペクトル測定結果を考慮すると、ジインデノクリセン骨格では置換基の導入位置に
よってＨＯＭＯに対する摂動の程度が異なり、蛍光特性に違いを生じることが理解できる
。
【００２９】
　上記一般式［２］においてＲ７及びＲ１３にアリール基を有するＣ－２の方が、上記一
般式［１］においてＲ１及びＲ３にアリール基を有する例示化合物１－１よりもＨＯＭＯ
に対する共鳴安定化の寄与が大きく、蛍光がより長波長化したといえる。またＣ－３では
４つのアリール基全てがＨＯＭＯに摂動し易い位置にあるため、共鳴安定化の効果が大き
く働いて最も長波長化したと考えられる。
【００３０】
　従って、ジインデノクリセン誘導体を青色蛍光材料として用いる場合、蛍光の長波長化
を防ぐために、置換基を導入する位置は上記一般式［２］においてＲ１乃至Ｒ５及びＲ１

１であることが好ましい。
【００３１】
　第２に、アリール置換基導入による分子間会合抑制効果について述べる。
【００３２】
　例示化合物１－１及びＣ－１、Ｃ－２、Ｃ－３のスピンコート膜を作成し、蛍光スペク
トルを測定したところ、希薄溶液中の蛍光スペクトルと比較して最もピーク波長がシフト
したのはＣ－１であった。この時の蛍光スペクトルは幅広く、緑色から黄色領域にまで及
んでいたことから、無置換体であるＣ－１は固体状態において縮合多環上のπ電子相互作
用により強く分子間会合して安定化し、蛍光が長波長化したといえる。
【００３３】
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　置換基を有するインデノクリセン誘導体の中では、４つのアリール基を有するＣ－３に
おいて最も分子間会合が抑制されていた。また、２つのアリール基を有する例示化合物１
－１及びＣ－２の比較から、上記一般式［２］においてＲ７及びＲ１３にアリール基を導
入するよりも、上記一般式［１］においてＲ１及びＲ３にアリール基を導入した方が、よ
り効果が高く好ましい。
【００３４】
　表２にスピンコート膜における蛍光スペクトルのピーク波長及びＣＩＥ色度、トルエン
希薄溶液中とのピーク波長差を示す。
【００３５】
【表２】

【００３６】
　この結果より、ジインデノクリセンを単体または他の材料に混合・分散させて固体状態
の青色蛍光材料として用いる場合、分子間会合を抑制するためにアリール置換基を導入す
ることが効果的である。上記の、スピンコート膜の蛍光スペクトルを測定した化合物の中
でも、例示化合物１－１及びＣ－３は単体の薄膜状態でも蛍光が青色領域を逸脱せず、好
ましい。さらには、分散状態にすることでより純度の高い青色蛍光を実現できる例示化合
物１－１が最も好ましい。
【００３７】
　第３に、導入する置換基の種類について述べる。
【００３８】
　非特許文献５にジインデノクリセン誘導体Ｃ－４｛上記一般式［２］においてＲ１０及
びＲ１６にジ（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）メチル基を有し、他は全て水素原子｝の
合成例があり、その熱的安定性についても記載がある。たとえば“Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ
．，６４，１６５０―１６５６（１９９９）”において、ｐｐ．１６５１―１６５２；本
文及び“Ｓｃｈｅｍｅ　５”、ｐ．１６５４；“Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔａｌ　Ｓｅｃｔｉ
ｏｎ”中の“Ｃｈｒｙｓｅｎｅ　２３”の項に記載がある。
【００３９】
　それによれば、Ｃ－４は封管中で加熱すると当初黄色固体であったものが、１８０℃か
ら徐々に茶色に変色して３３２℃で融解及び分解してしまう。ここで、ジインデノクリセ
ンに結合するメチル基にはベンジル水素が存在しており、これが解離して生成するラジカ
ルやアニオン対はジインデノクリセンの縮合多環と共鳴構造を取ることにより大きく安定
化する。またベンジル水素が結合するｓｐ３炭素上には３つのアリール基が結合して立体
的に込み合っており、不安定である。このように電子的及び立体的要因により、Ｃ－４に
おけるベンジル水素は非常に不安定であり、容易に熱分解を起こす原因となっていること
が推察される。このような不安定性は熱に対してのみならず、酸素や光、塩基といったも
のにも生じる可能性があるから、Ｃ－４を蛍光材料として用いるのは好ましくない。
【００４０】
　一方、例示化合物１－１を窒素雰囲気下で熱重量－示差熱分析（ＴＧ－ＤＴＡ）装置に
より測定したところ、３８０℃においても分解は観測されなかった。例示化合物１－１に
おいても、置換基である２，４，６－トリイソプロピルフェニル基中にベンジル水素を有
する。しかし、ジインデノクリセンに直接結合する炭素原子はアリール基中のｓｐ２炭素
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であり、ベンジル水素を持たないのでＣ－４よりも熱的に安定だといえる。従って、ジイ
ンデノクリセンに導入する置換基として、ｓｐ２炭素からなるアリール基及び複素環基が
好ましい。
【００４１】
　上記３点の考察をまとめる。即ち青色蛍光材料として有用なジインデノクリセン誘導体
は、上記一般式［２］においてＲ１乃至Ｒ５及びＲ１１のうち少なくともいずれか１つが
、置換あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基からそれぞれ独立に
選ばれた基である縮合多環化合物である。しかし、Ｒ５及びＲ１１の位置はカップリング
反応などにより置換基を導入する際、それぞれＲ１６及びＲ１０によって著しい立体障害
を受けて収率が低下するので、好ましくない。これはＲ１６及びＲ１０が水素原子であっ
ても顕著である。
【００４２】
　従って、より好ましくは、上記一般式［１］において、Ｒ１乃至Ｒ４のうち少なくとも
いずれか１つは、置換あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基から
選ばれた基であり、それぞれ同じであっても異なっていてもよいことを特徴とする縮合多
環化合物である。
【００４３】
　そして、上記一般式［２］においてＲ２及びＲ４はそれぞれＲ６及びＲ１２により中程
度の立体障害を受ける。上記一般式［１］において、さらに好ましくは、Ｒ２及びＲ４が
水素原子であり、Ｒ１及びＲ３のうち少なくとも１つは、置換あるいは無置換のアリール
基、置換あるいは無置換の複素環基から選ばれた基であり、それぞれ同じであっても異な
っていてもよいことを特徴とする縮合多環化合物である。
【００４４】
　本発明において使用される上記一般式［１］で示される化合物は、一対の電極とその間
に配置される有機化合物層とを少なくとも有する有機発光素子において有機化合物層が有
する縮合多環化合物である。
【００４５】
　一対の電極は陽極と陰極のことである。陽極と陰極の少なくとも一方が発光色にとって
透明あるいは半透明（透過率がおよそ５０％）である。
【００４６】
　この有機化合物層は発光層である。
【００４７】
　発光層とはその層自体が発光する層のことである。本発明に係る有機発光素子はこの発
光層以外に他の機能層を有しても良くその場合有機発光素子は発光層を含め他の機能層と
ともに積層されている。有機発光素子の層構成については後述する。
【００４８】
　発光層である有機化合物層は上記一般式［１］で示される縮合多環化合物を有する。
【００４９】
　発光層において上記一般式［１］で示される縮合多環化合物を単独で用いてもよい。あ
るいはゲスト材料として用いてもよい。
【００５０】
　本発明においてゲスト材料とは有機発光素子の実質的な発光色を規定する材料のことで
あり、それ自体が発光する材料である。
【００５１】
　ホスト材料は、このゲスト材料よりも組成比が高い材料のことである。
【００５２】
　ゲスト材料は有機発光層において組成比が低く、ホスト材料は組成比が高い。この場合
組成比とは有機化合物層を構成する全成分を分母とする重量％で示される。
【００５３】
　上記一般式［１］で示される縮合多環化合物を、ゲストとして用いる場合の含有量とし
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ては、好ましくは、発光層の全重量に対して０．１重量％以上３０重量％以下であり、更
に好ましくは、濃度消光を抑制する場合には、０．１重量％以上１５重量％以下である。
有機化合物層がホスト材料とゲスト材料のみから構成される場合もこの数値範囲が当ては
まる。
【００５４】
　有機化合物層において、ゲスト材料は有機化合物層全体に均一あるいは濃度勾配を有し
て含まれていてもよい。あるいは有機化合物層のある領域にのみ含まれて別の領域ではゲ
スト材料を含まない領域があってもよい。
【００５５】
　またこの上記一般式［１］で示される縮合多環化合物をゲストとして用いる場合には、
ホスト材料としては、特に限定されるものではないが、安定なアモルファス膜から構成さ
れる有機発光素子を提供するためには、縮合多環誘導体が好ましく用いられる。そして、
高効率で耐久性のある有機発光素子を提供するためにはホスト材料自身の発光収率が高い
ことやホスト自身の化学的安定性が必要とされる。そのため、更に好ましくはフルオレン
誘導体、ピレン誘導体、フルオランテン誘導体、ベンゾフルオランテン誘導体等の蛍光量
子収率が高く化学的に安定な縮合多環誘導体が好ましい。
【００５６】
　耐久性のある有機発光素子を提供するためには、それを構成する有機発光素子用化合物
の化学的安定性が必要になる。
【００５７】
　上記一般式［１］で表される縮合多環化合物は５員環構造による電子吸引効果により一
重項酸素分子等の求電子反応による反応性は低く化学的に安定であるという特徴がある。
また、５員環構造が２つあることは、フルオランテン、ベンゾフルオランテン等の５員環
構造が一つある骨格より化学的安定性が高い。
【００５８】
　上記一般式［１］で示される縮合多環化合物は５員環構造による電子吸引性により電子
注入性を備え、有機発光素子用材料として使用した場合、駆動電圧を低下することができ
る。また、５員環構造が２つあることは、フルオランテン、ベンゾフルオランテン等の５
員環構造が１つある骨格より駆動電圧を低下する効果は高い。
【００５９】
　本発明に係る有機発光素子をディスプレイに応用する場合、ディスプレイの表示領域内
の青色発光画素として好ましく用いることが出来る。上記一般式［１］で示される縮合多
環化合物は、希薄溶液中における発光ピークが４３０－４４０ｎｍと最適なピーク位置を
示す。
【００６０】
　一般にディスプレイに有機発光素子を用いる場合、青発光素子が有する青色発光材料は
発光ピークが４３０－４８０ｎｍの範囲にあることが重要である。
【００６１】
　即ち本発明に係る有機発光素子は、青色発光素子を提供するのに重要な発光ピークの範
囲内の青色発光材料を有しているというだけではない。即ち４３０－４４０ｎｍという４
３０－４８０ｎｍよりも狭い範囲のピーク位置を発光ピークが有する青色発光材料を有し
ているということがいえる。
【００６２】
　なお有機発光素子用の有機化合物は分子量１０００以下の材料であることが好ましい。
というのも精製方法として昇華精製を用いることができるからであり、昇華精製は材料を
高純度化する点で効果が大きい。
【００６３】
　本発明に係る有機発光素子が有機化合物層に有する有機化合物は、特に上記一般式［１
］で示される縮合多環化合物は分子量１０００以下であることが好ましい。
【００６４】
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　本発明に係る有機発光素子が有機化合物層に有する上記一般式［１］の縮合多環化合物
は、熱的に安定であるため好ましい。
【００６５】
　有機発光素子を作成する有機化合物層を形成するにあたり有機化合物は昇華精製や蒸着
といった工程を経る。
【００６６】
　この場合１０－３Ｐａ程度の高真空で３００度以上の温度が有機化合物にかかる。この
際、熱安定性の低い材料の場合、分解や反応といったことが起き、物性が得られなくなっ
てしまうことがある。
【００６７】
　上記一般式［１］における縮合多環化合物の置換基（Ｒ１乃至Ｒ４）を以下に示す。
【００６８】
　置換あるいは無置換のアリール基としては、フェニル基、ナフチル基、インデニル基、
ビフェニル基、ターフェニル基、フルオレニル基などが挙げられるが、もちろんこれらに
限定されるものではない。
【００６９】
　置換あるいは無置換の複素環基としては、ピリジル基、オキサゾリル基、オキサジアゾ
リル基、チアゾリル基、チアジアゾリル基、カルバゾリル基、アクリジニル基、フェナン
トロリル基などが挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００７０】
　上記置換基、即ちアリール基、複素環基のいずれかが有してもよい置換基としては、
　メチル基、エチル基、プロピル基などのアルキル基、ベンジル基などのアラルキル基、
フェニル基、ビフェニル基などのアリール基、ピリジル基、ピロリル基などの複素環基、
ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジベンジルアミノ基、ジフェニルアミノ基、ジト
リルアミノ基などのアミノ基、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、フェノキシ基な
どのアルコキシ基、シアノ基、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素などのハロゲン原子などが挙
げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００７１】
　さらに、本発明において使用される上記一般式［１］で示される縮合多環化合物を具体
的に以下に挙げるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００７２】
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【００７３】

【化５】

【００７４】
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【化６】

【００７５】
【化７】

【００７６】
　以下に、多層型の有機発光素子の好ましい例として第一から第五までを示す。
【００７７】
　第一の多層型の例としては、基板上に、順次（陽極／発光層／陰極）を設けた構成のも
のを挙げる。ここで使用する有機発光素子は、発光層自体がホール輸送能、電子輸送能及
び発光性の性能を有している場合や、それぞれの特性を有する化合物を混ぜて使う場合に
有用である。
【００７８】
　第二の多層型の例としては、基板上に、順次（陽極／ホール輸送層／電子輸送層／陰極
）を設けた構成のものを挙げる。この場合は、ゲスト材料を有する発光層はホール輸送層
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あるいは電子輸送層のいずれである。
【００７９】
　第三の多層型の例としては、基板上に、順次（陽極／ホール輸送層／発光層／電子輸送
層／陰極）を設けた構成のものを挙げる。これは、キャリア輸送と発光の機能を分離した
ものである。そしてホール輸送性、電子輸送性、発光性の各特性を有した化合物と適時組
み合わせて用いることができる。その結果材料選択の自由度が増すとともに、発光波長を
異にする種々の化合物が使用できるため、発光色相の多様化が可能になる。さらに、中央
の発光層に各キャリアあるいは励起子を有効に閉じこめて、発光効率の向上を図ることも
可能になる。
【００８０】
　第四の多層型の例としては、基板上に、順次（陽極／ホール注入層／ホール輸送層／発
光層／電子輸送層／陰極）を設けた構成のものを挙げる。これは陽極とホール輸送層の密
着性改善あるいはホールの注入性改善に効果があり、低電圧化に効果的である。
【００８１】
　第五の多層型の例としては、基板上に、順次（陽極／ホール輸送層／発光層／ホール・
エキシトンブロッキング層／電子輸送層／陰極）を設けた構成のものを挙げる。これはホ
ールあるいは励起子（エキシトン）が陰極側に抜けることを阻害する層（ホール／エキシ
トンブロッキング層）を、発光層、電子輸送層間に挿入した構成である。イオン化ポテン
シャルの非常に高い化合物をホール／エキシトンブロッキング層として用いる事により、
発光効率の向上に効果的な構成である。
【００８２】
　ただし、第一乃至第五の多層型の例はあくまでごく基本的な素子構成であり、本発明に
係る有機発光素子の構成はこれらに限定されるものではない。例えば、電極と有機層界面
に絶縁性層を設ける、接着層あるいは光学干渉層を設ける、ホール輸送層がイオン化ポテ
ンシャルの異なる２層から構成されるなど多様な層構成をとることができる。
【００８３】
　本発明に係る有機発光素子が有する有機化合物層は、上記一般式［１］で示される縮合
多環化合物のほかに必要に応じて低分子系およびポリマー系のホール輸送性化合物あるい
は電子輸送性化合物などを有してもよい。
【００８４】
　以下にこれらの化合物例を挙げる。
【００８５】
　上記ホール注入層及び又はホール輸送層などに用いる正孔（ホール）注入輸送性材料と
しては、陽極からのホールの注入を容易にし、また注入されたホールを発光層に輸送する
優れたモビリティを有することが好ましい。
【００８６】
　正孔注入輸送性能を有する低分子および高分子系材料としては、例えば以下のものが挙
げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００８７】
　トリアリールアミン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、トリアゾール誘導体、オキサ
ジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ピラゾリン誘導体、ピラゾロン誘導体、オキサ
ゾール誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、フタロシア
ニン誘導体、ポルフィリン誘導体、およびポリ（ビニルカルバゾール）、ポリ（シリレン
）、ポリ（チオフェン）、その他導電性高分子。
【００８８】
　上記電子注入層及び又は電子輸送層などに用いる電子注入輸送性材料としては、陰極か
らの電子の注入を容易にし、注入された電子を発光層に輸送する機能を有するものから任
意に選ぶことができる。その場合ホール輸送材料のキャリア移動度とのバランス等を考慮
し選択される。電子注入輸送性能を有する材料としては、例えば以下のものが挙げられる
が、もちろんこれらに限定されるものではない。
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【００８９】
　オキサジアゾール誘導体、オキサゾール誘導体、チアゾール誘導体、チアジアゾール誘
導体、ピラジン誘導体、トリアゾール誘導体、トリアジン誘導体、ペリレン誘導体、キノ
リン誘導体、キノキサリン誘導体、フルオレノン誘導体、アントロン誘導体、フェナント
ロリン誘導体、有機金属錯体等。
【００９０】
　本発明に係る有機発光素子において、本発明の上記一般式［１］で示される縮合多環化
合物を有する有機化合物層及びその他の有機化合物からなる層は、次に示す方法により形
成される。即ち真空蒸着法、イオン化蒸着法、スパッタリング、プラズマあるいは、適当
な溶媒に溶解させた溶液を用いた塗布法（例えば、スピンコーティング、ディッピング、
キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等）により薄膜を形成する。
【００９１】
　ここで真空蒸着法や溶液塗布法等によって層を形成すると、結晶化等が起こりにくく経
時安定性に優れる。また塗布法で成膜する場合は、適当な結着樹脂と組み合わせて膜を形
成することもできる。
【００９２】
　上記結着樹脂としては、広範囲な結着性樹脂より選択できる。例えば、例えば以下のも
のが挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００９３】
　ポリビニルカルバゾール樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアリレ
ート樹脂、ポリスチレン樹脂、ＡＢＳ樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリウレタン樹脂、ア
クリル樹脂、メタクリル樹脂、ブチラール樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、ポリアミド
樹脂、ポリイミド樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ジアリルフタレ
ート樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、ポリスルホン樹脂、尿素樹
脂等。
【００９４】
　また、これら結着樹脂は、単独または共重合体ポリマーとして１種または２種以上用い
られても良い。さらに必要に応じて、可塑剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤等の添加剤を併
用してもよい。
【００９５】
　陽極材料としては、仕事関数がなるべく大きなものがよい。例えば、金、白金、銀、銅
、ニッケル、パラジウム、コバルト、セレン、バナジウム、タングステン等の金属単体あ
るいはこれらの合金、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）
，酸化亜鉛インジウム等の金属酸化物が使用できる。また、ポリアニリン、ポリピロール
、ポリチオフェン、ポリフェニレンスルフィド等の導電性ポリマーも使用できる。これら
の電極物質は単独で用いるか、あるいは複数併用することもできる。また、陽極は一層構
成でもよく、多層構成をとることもできる。
【００９６】
　一方、陰極材料としては、仕事関数の小さなものがよい。例えば、リチウム、ナトリウ
ム、カリウム、セシウム、カルシウム、マグネシウム、アルミニウム、インジウム、ルテ
ニウム、チタニウム、マンガン、イットリウム、銀、鉛、錫、クロム等の金属単体が挙げ
られる。あるいはリチウム－インジウム、ナトリウム－カリウム、マグネシウム－銀、ア
ルミニウム－リチウム、アルミニウム－マグネシウム、マグネシウム－インジウム等、複
数の合金として用いることができる。酸化錫インジウム（ＩＴＯ）等の金属酸化物の利用
も可能である。これらの電極物質は単独で用いるか、あるいは複数併用することもできる
。また、陰極は一層構成でもよく、多層構成をとることもできる。
【００９７】
　本発明に係る有機発光素子を有する基板としては、特に限定するものではないが、金属
製基板、セラミックス製基板等の不透明性基板、ガラス、石英、プラスチックシート等の
透明性基板が用いられる。また、基板にカラーフィルター膜、蛍光色変換フィルター膜、
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誘電体反射膜等を用いて発色光をコントロールすることも可能である。
【００９８】
　なお、作製した素子に対して、酸素や水分等との接触を防止する目的で保護層あるいは
封止層を設けてもよい。
【００９９】
　保護層としては、ダイヤモンド薄膜、金属酸化物、金属窒化物等の無機材料膜、フッ素
樹脂、ポリエチレン、シリコーン樹脂、ポリスチレン樹脂等の高分子膜、さらには、光硬
化性樹脂等が挙げられる。また、ガラス、気体不透過性フィルム、金属等で被覆し、適当
な封止樹脂により素子自体をパッケージングすることもできる。
【０１００】
　また、素子の光取り出し方向に関しては、ボトムエミッション構成（基板側から光を取
り出す構成）及び、トップエミッション（基板の反対側から光を取り出す構成）のいずれ
も可能である。
【０１０１】
　本発明に係る有機発光素子は、省エネルギーや高輝度が必要な製品に応用が可能である
。応用例としてはＰＣモニタやテレビジョン等の表示装置（ディスプレイ）・照明装置や
プリンターの光源、液晶表示装置のバックライトなどが考えられる。またレンズや受光素
子等を有する撮像装置が、即ちデジタルスチルカメラやデジタルビデオカメラ等が、表示
部であるファインダーに本発明に係る有機発光素子を画素として有しても良い。
【０１０２】
　表示装置としては、省エネルギーや高視認性・軽量なフラットパネルディスプレイが可
能となる。
【０１０３】
　また、プリンターの光源としては、現在広く用いられているレーザビームプリンタのレ
ーザー光源部を、本発明に係る有機発光素子に置き換えることができる。独立にアドレス
できる有機発光素子をアレイ上に配置し、感光ドラムに所望の露光を行うことで、画像（
潜像）を形成する。この場合装置体積を大幅に減少することができる。
【０１０４】
　照明装置やバックライトに関しては、省エネルギー効果が期待できる。
【０１０５】
　また、基板にカラーフィルター膜、蛍光色変換フィルター膜、誘電体反射膜などを用い
て発光色をコントロールする事も可能である。
【０１０６】
　また、基板上に薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を作成し、それに接続して素子を作成する
ことも可能である。また、基板上にマトリックスを構成して素子を作成し、照明に用いる
ことも可能である。
【０１０７】
　次に、本発明の有機発光素子を使用した表示装置について説明する。この表示装置は、
本発明の有機発光素子と、本発明に係る有機発光素子に電気信号を供給する手段と、を具
備することを特徴とするものである。以下、図面を参照して、アクティブマトリクス方式
を例にとって、本発明の表示装置を詳細に説明する。
【０１０８】
　図１（Ａ）は、表示装置の一形態である、本発明の有機発光素子と、本発明に係る有機
発光素子に電気信号を供給する手段とを備えた表示装置の構成例を模式的に示す図である
。
【０１０９】
　図１（Ｂ）は、画素に接続される画素回路と画素回路に接続される信号線と電流供給線
とを模式的に示す図である。
【０１１０】
　本発明に係る有機発光素子に電気信号を供給する手段とは、図１（Ａ）において走査信
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号ドライバー１１、情報信号ドライバー１２、電流供給源１３及び図１（Ｂ）において画
素回路１５のことを指す。
【０１１１】
　図１（Ａ）の表示装置１は、走査信号ドライバー１１、情報信号ドライバー１２、電流
供給源１３が配置され、それぞれゲート選択線Ｇ、情報信号線Ｉ、電流供給線Ｃに接続さ
れる。ゲート選択線Ｇと情報信号線Ｉの交点には、画素回路１５が配置される（図１（Ｂ
））。本発明に係る有機発光素子からなる画素１４はこの画素回路１５ごとに対応して設
けられる。画素１４は有機発光素子である。従って、本図においては発光点として有機発
光素子を示している。本図において有機発光素子の上部電極が他の有機発光素子の上部電
極と共通していても良い。もちろん上部電極は各発光素子毎に個別に設けられていても良
い。
【０１１２】
　走査信号ドライバー１１は、ゲート選択線Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３・・・Ｇｎを順次選択し、
これに同期して情報信号ドライバー１２から画像信号が情報信号線Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３・・
・Ｉｎのいずれかを介して画素回路１５に印加される。
【０１１３】
　次に、画素の動作について説明する。図２は、図１（Ａ）の表示装置に配置されている
１つの画素を構成する回路を示す回路図である。図２は第二の薄膜トランジスタ（ＴＦＴ
２）２３が有機発光素子２４を発光させるための電流を制御している。図２の画素回路２
においては、ゲート選択線Ｇｉに選択信号が印加されると、第一の薄膜トランジスタ（Ｔ
ＦＴ１）２１がＯＮになり、コンデンサー（Ｃａｄｄ）２２に画像信号Ｉｉが供給され、
第二の薄膜トランジスタ（ＴＦＴ２）２３のゲート電圧を決定する。有機発光素子２４に
は第二の薄膜トランジスタ（ＴＦＴ２）（２３）のゲート電圧に応じて電流供給線Ｃｉよ
り電流が供給される。ここで、第二の薄膜トランジスタ（ＴＦＴ２）２３のゲート電位は
、第一の薄膜トランジスタ（ＴＦＴ１）２１が次に走査選択されるまでコンデンサー（Ｃ

ａｄｄ）２２に保持される。このため、有機発光素子２４には、次の走査が行われるまで
電流が流れ続ける。これにより１フレーム期間中常に有機発光素子２４を発光させること
が可能となる。
【０１１４】
　なお不図示ではあるが、有機発光素子２４の電極間の電圧を薄膜トランジスタが制御す
る電圧書き込み方式の表示装置にも本発明に係る有機発光素子は用いられることが出来る
。
【０１１５】
　図３は、図１（Ａ）の表示装置で用いられるＴＦＴ基板の断面構造の一例を示した模式
図である。ＴＦＴ基板の製造工程の一例を示しながら、構造の詳細を以下に説明する。
【０１１６】
　図３の表示装置３を製造する際には、まずガラス等の基板３１上に、上部に作られる部
材（ＴＦＴ又は有機層）を保護するための防湿膜３２がコートされる。防湿膜３２を構成
する材料として、酸化ケイ素又は酸化ケイ素と窒化ケイ素との複合体等が用いられる。次
に、スパッタリングによりＣｒ等の金属を製膜することで、所定の回路形状にパターニン
グしてゲート電極３３を形成する。
【０１１７】
　続いて、酸化シリコン等をプラズマＣＶＤ法又は触媒化学気相成長法（ｃａｔ－ＣＶＤ
法）等により製膜し、パターニングしてゲート絶縁膜３４を形成する。次に、プラズマＣ
ＶＤ法等により（場合によっては２９０℃以上の温度でアニールして）シリコン膜を製膜
し、回路形状に従ってパターニングすることで半導体層３５を形成する。
【０１１８】
　さらに、この半導体膜３５にドレイン電極３６とソース電極３７とを設けることでＴＦ
Ｔ素子３８を作製し、図２に示すような回路を形成する。次に、このＴＦＴ素子３８の上
部に絶縁膜３９を形成する。次に、コンタクトホール（スルーホール）３１０を、金属か
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らなる有機発光素子用の陽極３１１とソース電極３７とが接続するように形成する。
【０１１９】
　この陽極３１１の上に、多層あるいは単層の有機層３１２と、陰極３１３とを順次積層
することにより、表示装置３を得ることができる。このとき、有機発光素子の劣化を防ぐ
ために第一の保護層３１４や第二の保護層３１５を設けてもよい。本発明の有機発光素子
を用いた表示装置を駆動することにより、良好な画質で、長時間表示にも安定な表示が可
能になる。
【０１２０】
　尚、上記の表示装置は、スイッチング素子に特に限定はなく、単結晶シリコン基板やＭ
ＩＭ素子、ａ－Ｓｉ型等でも容易に応用することができる。
【０１２１】
　上記ＩＴＯ電極の上に多層あるいは単層の有機発光層／陰極層を順次積層し有機発光表
示パネルを得ることができる。本発明の有機化合物を用いた表示パネルを駆動することに
より、良好な画質で、長時間表示にも安定な表示が可能になる。
【０１２２】
　また、素子の光取り出し方向に関しては、ボトムエミッション構成（基板側から光を取
り出す構成）及び、トップエミッション（基板の反対側から光を取り出す構成）のいずれ
も可能である。
【実施例】
【０１２３】
　以下、実施例を説明するが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１２４】
　（製造例１）［例示化合物１－１の製造方法］
　本発明に係る上記一般式［１］で示される縮合多環化合物の一例である例示化合物１－
１は、例えば以下に説明する方法により製造できる。
【０１２５】
　（１）中間体混合物１の合成
【０１２６】

【化８】

【０１２７】
　窒素雰囲気下、以下の化合物をシクロヘキサン（６０ｍｌ）中で混合し、８０℃に加熱
したシリコーンオイルバス上で６時間加熱攪拌した。
クリセン　３．００ｇ（１３．１ｍｍｏｌ）
ビス（ピナコラト）ジボロン　８．０１ｇ（３１．５ｍｍｏｌ）
［Ｉｒ（ＯＭｅ）ＣＯＤ］２　０．２５０ｇ（０．３７７ｍｍｏｌ）
４，４’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－２，２’－ビピリジン（ｄｔｂｐｙ）　０．２０２ｇ
（０．７５４ｍｍｏｌ）
　室温まで冷却後、反応析出物をろ過し、得られた個体をヘプタンで洗浄した。さらに、
クロロホルム／メタノール系で再結晶を行い、生じた白色粉末を８０℃で真空乾燥して中
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間体混合物１を４．２３ｇ（収率６７％）得た。
【０１２８】
　（２）中間体混合物２の合成
【０１２９】
【化９】

【０１３０】
　窒素雰囲気下、以下の化合物をトルエン（１６ｍｌ）に溶解させ、さらにリン酸カリウ
ム４．３０ｇ（１９．１ｍｍｏｌ）を蒸留水９ｍｌに溶解させた水溶液を加え、９０℃に
加熱したシリコーンオイルバス上で３時間加熱攪拌した。
中間体混合物１　２．３０ｇ（４．７９ｍｍｏｌ）
２，４，６－トリイソプロピルブロモベンゼン　４．１０ｇ（１４．５ｍｍｏｌ）
２－ジシクロヘキシルフォスフィノ－２’，６’－ジメトキシビフェニル　０．４３３ｇ
（１．０５ｍｍｏｌ）
Ｐｄ２ｄｂａ３　０．２１９ｇ（０．２４０ｍｍｏｌ）
　室温まで冷却後、水、トルエン、酢酸エチルを加え、有機層を分離し、水層をさらにト
ルエン、酢酸エチルの混合溶媒で抽出（２回）し、はじめに分離した有機層溶液に加えた
。有機層を飽和食塩水で洗浄後、硫酸ナトリウムで乾燥した。溶媒を留去し、残渣をシリ
カゲルカラムクロマトグラフィー（移動相；トルエン：ヘプタン＝１：３）で精製した。
８０℃で真空乾燥し、中間体混合物２を１．５２ｇ（収率５０％）得た。
【０１３１】
　（３）中間体混合物３の合成
【０１３２】
【化１０】

【０１３３】
　窒素雰囲気下、中間体混合物２（０．９００ｇ、１．４２ｍｍｏｌ）をジクロロメタン
（５ｍｌ）に溶解し、鉄粉０．１００ｇを加えて０℃まで氷冷した。その後、臭素の２ｖ
ｏｌ％ジクロロメタン溶液を７．３ｍｌ滴下し、反応溶液を室温へ戻して２時間撹拌した
。クロロホルムと飽和チオ硫酸ナトリウム水溶液を加えて臭素の色が消えるまで撹拌し、
有機層を分離して飽和食塩水で洗浄後、硫酸ナトリウムで乾燥した。溶媒を留去し、残渣
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をクロロホルム／メタノール系で再結晶した。生じた白色粉末を８０℃で真空乾燥して中
間体混合物３を１．０７ｇ（収率９５％）得た。
【０１３４】
　（４）中間体４の合成
【０１３５】
【化１１】

【０１３６】
　窒素雰囲気下、以下の化合物をテトラヒドロフラン（１０ｍｌ）と蒸留水（０．８ｍｌ
）の混合溶媒に縣濁させ、８０℃に加熱したシリコーンオイルバス上で５時間加熱攪拌し
た。
中間体混合物３　１．０７ｇ（１．３５ｍｍｏｌ）
２－ヒドロキシフェニルボロン酸　０．５６０ｇ（４．０６ｍｍｏｌ）
Ｐｄ（ＰＰｈ３）２Ｃｌ２　０．０９４８ｇ（０．１３５ｍｍｏｌ）
炭酸ナトリウム　０．８５９ｇ（８．１０ｍｍｏｌ）
　室温まで冷却後、水、トルエン、酢酸エチルを加え、有機層を分離し、水層をさらにト
ルエン、酢酸エチルの混合溶媒で抽出（２回）し、はじめに分離した有機層溶液に加えた
。有機層を飽和食塩水で洗浄後、硫酸ナトリウムで乾燥した。溶媒を留去し、残渣をシリ
カゲルカラムクロマトグラフィー（移動相；クロロホルム：ヘプタン＝４：１）で精製し
た。１００℃で真空乾燥し、中間体４を０．２５５ｇ（収率２３％）得た。
【０１３７】
　（５）中間体５の合成
【０１３８】
【化１２】

【０１３９】
　窒素雰囲気下、中間体４（０．２５５ｇ、０．３１２ｍｍｏｌ）をピリジン（５ｍｌ）
に溶解し、０℃まで氷冷した。その後、トリフルオロメタンスルホン酸無水物を０．１５
５ｍｌ滴下し、反応溶液を室温へ戻して２時間撹拌した。溶媒を留去し、残渣をメタノー
ルで洗浄した後、シリカゲルカラムクロマトグラフィー（移動相；クロロホルム：ヘプタ
ン＝１：２）で精製した。１００℃で真空乾燥し、中間体５を０．２４０ｇ（収率７１％
）得た。
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【０１４０】
　（６）例示化合物１－１の合成
【０１４１】
【化１３】

【０１４２】
　窒素雰囲気下、以下の化合物をＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（１０ｍｌ）に溶解し、
１４０℃に加熱したシリコーンオイルバス上で１０時間加熱攪拌した。
中間体５　０．２００ｇ（０．１８５ｍｍｏｌ）
１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］－７－ウンデセン（ＤＢＵ）　０．１１３ｇ（０
．７４０ｍｍｏｌ）
Ｐｄ（ＰＰｈ３）２Ｃｌ２　０．０２６０ｇ（０．３７ｍｍｏｌ）
塩化リチウム　０．０４７ｇ（１．１１ｍｍｏｌ）
　室温まで冷却後、水、トルエン、酢酸エチルを加え、有機層を分離し、水層をさらにト
ルエン、酢酸エチルの混合溶媒で抽出（２回）し、はじめに分離した有機層溶液に加えた
。有機層を飽和食塩水で洗浄後、硫酸ナトリウムで乾燥した。溶媒を留去し、残渣をシリ
カゲルカラムクロマトグラフィー（移動相；クロロホルム：ヘプタン＝１：３）で精製し
た。１２０℃で真空乾燥し、さらに昇華精製を行い、黄色固体として例示化合物１－１を
０．０３２ｇ（収率２２％）得た。
【０１４３】
　ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ（マトリックス支援レーザー脱離イオン化－飛行時間型質量
分析）によりこの化合物のＭ＋である７８０．５を確認した。
【０１４４】
　さらに、１Ｈ－ＮＭＲ測定によりこの化合物の構造を確認した。
【０１４５】
　１Ｈ－ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３，６００ＭＨｚ）　δ（ｐｐｍ）：９．１４（１Ｈ，ｓ），
８．５４（１Ｈ，ｓ），８．０８（１Ｈ，ｍ），７．９３（２Ｈ，ｍ），７．４５（２Ｈ
，ｍ），７．２１（２Ｈ，ｓ），３．０５（１Ｈ，ｍ），２．８１（２Ｈ，ｍ），１．４
０（３Ｈ，ｓ），１．３９（３Ｈ，ｓ），１．１８（３Ｈ，ｓ），１．１７（３Ｈ，ｓ）
，１．１６（３Ｈ，ｓ），１．１５（３Ｈ，ｓ）
　例示化合物１－１を含む濃度１ｘ１０－５ｍｏｌ／ｌのトルエン溶液の蛍光スペクトル
を、日立製Ｆ－４５００を用いて励起波長３７０ｎｍで測定した。蛍光ピーク波長を上記
表１に示す。
【０１４６】
　さらに、例示化合物１－１を含む濃度が０．１ｗｔ％のテトラヒドロフラン溶液を調製
した。この溶液をガラス板上に滴下し、最初に５００ＲＰＭの回転で１０秒、次に１００
０ＲＰＭの回転で４０秒スピンコートを行い、膜を形成した。
【０１４７】
　次に、日立製Ｆ－４５００を用いて上記有機膜の蛍光スペクトルを励起波長３７０ｎｍ
で測定した。蛍光ピーク波長を上記表２に示す。
【０１４８】
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　（比較例１）［Ｃ－１の製造方法］
　製造例１の（４）において、中間体混合物３の代わりに６，１２－ジブロモクリセンを
用いた他は製造例１の（４）、（５）、（６）と同様にして、Ｃ－１を合成できる。
【０１４９】
　製造例１と同様にして、Ｃ－１のトルエン溶液及びスピンコート膜の蛍光スペクトルを
測定した。蛍光ピーク波長をそれぞれ上記表１及び表２に示す。
【０１５０】
　（比較例２）［Ｃ－２の製造方法］
　下記のスキームに従って、Ｃ－２を合成できる。
【０１５１】
　製造例１と同様にして、Ｃ－２のトルエン溶液及びスピンコート膜の蛍光スペクトルを
測定した。蛍光ピーク波長をそれぞれ上記表１及び表２に示す。
【０１５２】
【化１４】

【０１５３】
　（比較例３）［Ｃ－３の製造方法］
　下記のスキームに従って、Ｃ－３を合成できる。
【０１５４】
　製造例１と同様にして、Ｃ－３のトルエン溶液及びスピンコート膜の蛍光スペクトルを
測定した。蛍光ピーク波長をそれぞれ上記表１及び表２に示す。
【０１５５】
【化１５】

【０１５６】
　（実施例１）
　有機発光素子を以下に示す方法で作成した。
【０１５７】
　ガラス基板上に、陽極として酸化錫インジウム（ＩＴＯ）をスパッタ法にて１２０ｎｍ
の膜厚で成膜したものを透明導電性支持基板として用いた。これをアセトン、イソプロピ
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Ｖ／オゾン洗浄したものを透明導電性支持基板として使用した。ホール輸送材料として下
記構造式で示される化合物Ａを用いて、濃度が０．１ｗｔ％のクロロホルム溶液を調製し
た。
【０１５８】
　この溶液を上記のＩＴＯ電極上に滴下し、最初に５００ＲＰＭの回転で１０秒、次に１
０００ＲＰＭの回転で４０秒スピンコートを行い、膜を形成した。この後１０分間、８０
℃の真空オーブンで乾燥し、薄膜中の溶剤を完全に除去し、ホール輸送層を製膜した。
【０１５９】
　次に、ホール輸送層の上に、例示化合物１－１と下記に示される化合物Ｂを共蒸着して
（重量比５：９５）、３０ｎｍの発光層を設けた。蒸着時の真空度は１．０×１０－４Ｐ
ａ、成膜速度は０．１ｎｍ／ｓｅｃ以上０．２ｎｍ／ｓｅｃ以下の条件で製膜した。
【０１６０】
【化１６】

【０１６１】
　更に、電子輸送層として、２，９－ビス［２－（９，９’－ジメチルフルオレニル）］
－１，１０－フェナントロリンを真空蒸着法にて３０ｎｍの膜厚に形成した。蒸着時の真
空度は１．０×１０－４Ｐａ、成膜速度は０．１ｎｍ／ｓｅｃ以上０．２ｎｍ／ｓｅｃ以
下の条件であった。
【０１６２】
　次に、フッ化リチウム（ＬｉＦ）を先ほどの有機層の上に、真空蒸着法により厚さ０．
５ｎｍ形成し、更に真空蒸着法により厚さ１００ｎｍのアルミニウム膜を設け電子注入電
極とする有機発光素子を作成した。蒸着時の真空度は１．０×１０－４Ｐａ、成膜速度は
、フッ化リチウムは０．０１ｎｍ／ｓｅｃ、アルミニウムは０．５ｎｍ／ｓｅｃ以上１．
０ｎｍ／ｓｅｃ以下の条件で成膜した。
【０１６３】
　得られた有機発光素子は、水分の吸着によって素子劣化が起こらないように、乾燥空気
雰囲気中で保護用ガラス板をかぶせ、アクリル樹脂系接着材で封止した。
【０１６４】
　得られた有機発光素子について、その特性を測定し評価した。具体的には、素子の電流
電圧特性をヒューレッドパッカード社製・微小電流計４１４０Ｂで測定し、素子の発光輝
度は、トプコン社製ＢＭ７で測定した。その結果、４．０Ｖの印加電圧で、発光輝度４０
３ｃｄ／ｍ２の良好な青色発光が観測された。さらに、この素子に窒素雰囲気下、１００
時間電圧を印加したところ、良好な発光の継続が確認された。
【符号の説明】
【０１６５】
　１　表示装置
　１１　走査信号ドライバー
　１２　情報信号ドライバー
　１３　電流供給源
　１４　画素
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